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バイオマス・ニッポン総合戦略

バイオマス・ニッポン総合戦略は、利用可能なバイオマスを循環的に
最大限活用することにより、将来にわたり持続的に発展可能な社会
の構築を目指して、2002（H14）年12月に閣議決定された国家プロ
ジェクトで2004（H16年）年にはその1つとして「ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想」
の取組みが始まりました。その他にもバイオマス輸送用燃料の利用
促進の取組みが行われております。

バイオマス・ニッポン総合戦略は、利用可能なバイオマスを循環的に
最大限活用することにより、将来にわたり持続的に発展可能な社会
の構築を目指して、2002（H14）年12月に閣議決定された国家プロ
ジェクトで2004（H16年）年にはその1つとして「ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想」
の取組みが始まりました。その他にもバイオマス輸送用燃料の利用
促進の取組みが行われております。

1.1. 地球温暖化防止対策
2. 循環型社会の構築
3. 産業の発展と国際競争力の強化
4. 農山漁村の活性化

バイオマス活用推進基本法が２００９年９月１２日から施行バイオマス活用推進基本法が２００９年９月１２日から施行
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バイオマスタウン構想とは？

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生か
ら利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システム
が構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われている
か、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生か
ら利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システム
が構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われている
か、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。
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バイオマス部会の支援内容・実績

・バイオマス賦存量調査（現地調査・アンケート調査・文献調査）

市町村のバイオマスタウン構想段階

・バイオマスタウン構想書の策定

事業化計画（バイオマスの需給、変換施設、事業性判断）

・施設の発注業務及び施工管理、竣工検査（性能検査含む）

・実現可能な事業計画書の策定

施設の稼動

事業施設の基本設計・実施設計

施設の発注・施工 ・基本設計及び実施設計

その他民間企業が計画するバイオマス関連事業の地域での構想・事業化等

８市の構想書の策定・改訂

３市の事業化計画の策定
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バイオマスって何？種類は？

•再生可能な、生物由来の有機性資源で化石燃料を除いたもの

•太陽エネルギーを使って生物が合成したものであり、生命と太陽がある限
り、枯渇しない資源（再生可能なもの）

•焼却等をしても大気中の二酸化炭素を増加させない、カーボンニュートラ
ルな資源

•再生可能な、生物由来の有機性資源で化石燃料を除いたもの

•太陽エネルギーを使って生物が合成したものであり、生命と太陽がある限
り、枯渇しない資源（再生可能なもの）

•焼却等をしても大気中の二酸化炭素を増加させない、カーボンニュートラ
ルな資源

廃棄物系バイオマス

家畜排せつ物 食品廃棄物

下水汚泥

製材工場残材
建築廃材

未利用バイオマス

資源作物

稲わら・もみ殻 間伐材・林地残材

•糖質資源（さとうきび、てんさい等）

•でんぷん資源（米、とうもろこし等）

•油脂資源（なたね、大豆等）

麦わら
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カーボンニュートラルとは

地球温暖化進行・非循環型地球温暖化進行・非循環型 地球温暖化防止・持続的循環型地球温暖化防止・持続的循環型

ＣＯ２増
加

ＣＯ２増加せ
ず

農水省資料より

化石燃料（石油・石炭） 再生可能エネルギー

カーボンニュートラル
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我が国の温室効果ガス排出量(Ｈ２０年度）

2008年度我が国の温室効
果ガス総排出量は12億8千
2百万トンで、京都議定書
の基準年（1990年）に比べ
1.6％上回っている。

森林吸収及び京都メカニズ
ム(5.4％）を加味しても
2.2％の排出削減が必要。

環境省発表H20年度確定値資料より

自治体等の業務部門は
基準年比４３％の激増、
家庭部門は３４．２％の
大幅増加であり、多部門に
比べ増加率が大きい。

前年度に比べ6.4％減尐の原因としては、金融危機の影響による年度後半の急激
な景気後退に伴う、産業部門をはじめとする各部門のエネルギー需要の減尐
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なぜ今！バイオマスタウンか？
二酸化炭素の部門別排出量の推移（環境省発表資料より）
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なぜ今！バイオマスタウンか？

地球温暖化の原因の特定

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は
第4次評価報告書（2007年3月）で、地球
温暖化の原因が人為起源の温室効果ガス
の増加であるとほぼ断定。

異常気象及び現象

世界

•太平洋島嶼国地域の海面上昇

•北極、グリーランドの氷の融解

•オーストラリアの干ばつ

•巨大ハリケーンの発生

•欧州の洪水被害

•熱波、森林火災

日本

•真夏日の増加

•猛暑（日本記録の更新）

•台風上陸の増加

•集中豪雨の増加

•珊瑚礁の白化現象

•動植物の植生、分布の変化

食料・水丌足、感染症等による健康への影響が懸念される

http://www.jccca.org/images/stories/zuhyou/zuhyo2007_01_06a.jpg
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なぜ今！バイオマスタウンか？

地球温暖化

対策影響

影響

・穀物からトウモロ
コシ、サトウキビ生
産増による飼料価
格の高騰

食料や飼料の
価格高騰

食料や飼料の増産

耕作放棄地の活用

環境保全型農業 食の安全

農地の集積

たい肥の利用 耕畜連携

・サイクロン、干ばつに
よる穀物の減収

・再生可能エネル
ギー→バイオマス
燃料の増産

バイオマスタウン
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なぜ今！バイオマスタウンか？

地球温暖化問題への自治体の対応と課題

自らが実行可能な庁舎の省エネなどの対策が中心で、地域全体を対象とした
対策となると、温室効果ガス削減に直接結びつかない啓発・支援策が中心であ
る。
温室効果ガスを抑制する直接的効果のある政策「地域エネルギー供給・利用

システム」等は、ほとんど実施されていない⇒エネルギー政策等は市町村の政
策とは捉えられていなかった。

自らが実行可能な庁舎の省エネなどの対策が中心で、地域全体を対象とした
対策となると、温室効果ガス削減に直接結びつかない啓発・支援策が中心であ
る。
温室効果ガスを抑制する直接的効果のある政策「地域エネルギー供給・利用

システム」等は、ほとんど実施されていない⇒エネルギー政策等は市町村の政
策とは捉えられていなかった。

今後の地域レベルにおける温暖化対策は、単なる普及啓発型から温室効果ガ
ス抑制に直結する対策への転換が必要である。そのためには、エネルギー自
給・省エネ分野では、公共施設への再生可能エネルギー供給設備への転換（太
陽光、風力、バイオマスなど）、市民事業者共同発電所への出資・支援、グ
リーン電力契約による公共施設の電力使用などが考えられる。

今後の地域レベルにおける温暖化対策は、単なる普及啓発型から温室効果ガ
ス抑制に直結する対策への転換が必要である。そのためには、エネルギー自
給・省エネ分野では、公共施設への再生可能エネルギー供給設備への転換（太
陽光、風力、バイオマスなど）、市民事業者共同発電所への出資・支援、グ
リーン電力契約による公共施設の電力使用などが考えられる。

「市町村レベル自治体における温暖化対策立案の課題と今後のあり方」（環境自治体会議環境政策研究所長 中口 毅博氏）より
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●● 2006年度の新エネルギー導入量は1,262原油換算万klであり、2002年度と比べて27.3％増加している

が、 2010年度の導入見込み（1,910原油換算万kl）に向けて、更なる導入の推進が必要である。

<出典> 環境省2007年度資料より
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廃棄物・バイオマス発電
291 原油換算万kl

バイオマス熱利用
156 原油換算万kl

風力発電
68 原油換算万kl

太陽光発電
47 原油換算万kl

新エネルギー導入量の推移
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バイオマス・ニッポン総合戦略見直し（H18年度）

2002年

12月

バ

イ

オ
マ

ス
ニッ

ポ

ン
総

合
戦

略
を

閣
議

決
定

・ﾊﾞｲｵﾏｽ輸送用燃料導入
現状 0⇒2010年目標 50万KL

・ﾊﾞｲｵﾏｽ熱利用導入（原油換算）
現状68万KL⇒2010年目標308万KL

京都議定書発効(2005年）

・米国(E10）：ｴﾀﾉｰﾙ 1500万KL供給
大統領がｴﾀﾉｰﾙの大幅増に言及
ｶﾞｿﾘﾝ税の軽減等の支援措置
6年後には 2800万KL
・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(E20～25）：ｴﾀﾉｰﾙ 1700万KL
ｶﾞｿﾘﾝ税63円/Lの非課税

世界的にﾊﾞｲｵﾏｽ輸送用
燃料の導入進展

・未利用バイオマス利用率
現状 ２０％
⇒2010年目標 ２５％以上
林地残材の利用の拡大

未利用ﾊﾞｲｵﾏｽの
利用の停滞

・バイオマスタウン構想：市町村が策定 す
るバイオマス利活用構想
現状 ６０地区（2006年9月末現在）
⇒2010年目標 ３００地区

バイオマスタウンの取組が
2004年に開始

◎バイオマス輸送用燃料の利用促進
１．積極的な導入を誘導するための環境整備
【現状】燃料製造設備導入支援（補助、融資等）

【新たな方向】
①利用設備導入に係る支援

②利用状況を踏まえ、海外諸国の動向も
参考としつつ、多様な手法を検討

２．国産バイオマス輸送用燃料の利用促進
【現状】実証試験段階（全国で6箇所）

【新たな方向】

①実用化の実例の創出

②原料農産物等の安価な調達方法の導入
③低コスト高効率な生産技術の開発

（高ﾊﾞｲｵﾏｽ量農産物や木からのｴﾀﾉｰﾙ化等）

◎未利用バイオマス活用等によるバイオマス
タウン構築の加速化
【現状】廃棄物系バイオマスの利活用は進展する一方で

未利用バイオマスの利活用は停滞

【新たな方向】
①農作物非食用部、林地残材といった未利用

バイオマス等利活用モデルの構築
②地域の取組をコーディネートする人材の育成

③バイオマスによる電力需要の創出、低コスト、
効率的なバイオマス熱利用システムの導入

④バイオマス製品需要増進 （バイオマスマークの導入）

バイオマス燃料
（エタノール3％

混合ガソリン）で
日本のガソリン

の１／３を代替

バイオマス熱利用

の導入で７６０万ト

ンのCO 2を削減

バイオマスタウン

の構築で１００万

トンのCO2を削減

※農水省資料より
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地域新エネルギービジョンとの違い

・太陽光発電

・風力発電

・太陽熱利用

・雪氷熱利用

・温度差熱利用

・バイオマス発電

・バイオマス熱利用

・バイオマス燃料製造

・堆肥化

・飼料化

・炭化

・畜産資材

・緑化資材

・建材

・ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

地域新エネルギービジョン バイオマスタウン構想

廃棄物

発電

熱利用

燃料製造

マテリアル+エネルギーエネルギー

経済産業省
農林水産省
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バイオマスタウンによる循環型社会の形成

バイオマスタウン構想イメージ

耕種農家
畜産農家

BDF

地域内での電気・熱
バイオ燃料の有効利用

木質ペレット

地域生活
企業活動

林業農家

環境保全型農業

耕畜連携

飼料・敷料

堆肥・液肥

稲わら・もみ殻

家畜ふん尿

エコ農産物

食品廃棄物

飼料化
生ごみ

下水汚泥

バイオエタノールメタン発酵⇒発電

廃食用油

資源作物

林地残材

剪定枝

安全な肉・牛乳・卵

の供給
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co2 CH4

一般廃棄物（25～
30％は生ごみ（バイ
オマス）である）

焼却施設 焼却灰の運搬 最終処分

co2

電力の供給

家畜ふん尿、
下水汚泥等

余剰電力は売電へ

メタン発酵施設

発電施設

消化液

固形分・
発酵残さ

CO2排出・電力コストの削減

液肥

たい肥

有効利用

最終処分
が丌要

生ごみ

生ゴミ処理の現状～利活用構想例

既設焼却施設内でのエネルギーのオンサイト利用例⇒CO2削減

含水率の高いものを焼却するのに大
きなエネルギーを必要とする

最終処分場の建設および維
持管理・浸出水の処理に多
大の化石燃料由来のエネル
ギーが必要
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バイオマスタウン（２６8地区）269市町村「H22年3月末現在」

218／300＝89.3%
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バイオマスタウン構想で取り上げたバイオマスの種類
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バイオマスタウン構想公表取組みバイオマスの種類（H22．3月末現在：公表268件）
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バイオマスタウン構想で取り上げたバイオマス変換手法
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バイオマスタウン構想公表取組変換手法（マテリアル）（H22．3月末現在：公表268件）
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バイオマスタウン構想で取り上げたバイオマス変換手法
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バイオマスタウン構想で取り上げたバイオマス変換手法
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バイオマスタウン構想公表取組変換手法（全体）（H22．3月末現在：公表268件）
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事業化取組みの状況と事業主体

217箇所（平成２１年７月末現在）のバイオマスタウン構想公
表市町村で事業化（バイオマス利活用交付金利用【平成１５
年～２０年度実績】）は76件35％、その他の補助金利用と
思われるもの16件7％、計92件が事業化をしている（事業
化率42％ ）。

民間企業が実施主体が５５％

その他を含めると６５％になる

事業化の実施主体

市町村
35%

民間企業
56%

その他（市町村
＋民間企業）

9%
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事業化取組みの内容（変換技術）

マテリアル利用

堆肥化

飼料化

炭化

液肥化

建材化

バイオマスプラスチック

エネルギー利用

バイオディーゼル燃料化

木質ペレット化

メタン発酵

木質ボイラー

木質ガス化

炭化

バイオエタノール化

バイオマスタウン構想策定市町村の施設整備（９２件で１０８の事業化）

事業化(変換技術）の種類(９２事業：１０８種類）
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民間企業が事業主体になるには

１．バイオマスタウン構想の事業計画に位置づけられること

バイオマスタウン構想の見直し改訂で新たな取組みの追加も可能

２１の市町村（２１／２１７＝１０％）はバイオマスタウン構想の見直
し・改訂を行っている

既にバイオマスタウン構想が策定済みである

新たな事業の取組みとして、計画域内で事業に際してバイオマスの調達
が安定的に可能なことと、事業により生産される製品やエネルギー等が域
内で有効に利活用されることが前提となる。

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利用までが効率的なプロ
セスで結ばれた総合的利活用システムが構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行わ
れているか、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利用までが効率的なプロ
セスで結ばれた総合的利活用システムが構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行わ
れているか、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。
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民間企業にとってのメリット

１．イニシャルコストの１／３の交付金が利用できる⇒事業性の向上

取組み技術(先進技術）によっては１／２の交付金が利用できる

１．地域のバイオマスを有効に利活用することで循環型社会・地産地消の形成に

寄不できる

１．新規事業の創出等により雇用や地域の活性化が増大する⇒ビジネスチャンス

１．バイオマスエネルギー利用（再生可能エネルギー）で地球温暖化対策

(CO2削減）になる⇒排出削減・目標値の達成が可能となる

１．企業の社会的責任(CSR）への有効な手段となる⇒企業イメージが向上する
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地域バイオマス利活用交付金（ソフト）

ソフト支援

事業内容
① バイオマスタウン構想支援事業

② プラットフォーム作り支援事業

実施主体
①交付先：市町村

②交付先：市町村、農林漁業者の組織する団体、第３セクター等・・

採択要件

①バイオマスタウン構想の策定（事業実施期間中に公表すること、バイ
オマスタウン構想に目標・効果等が明記されること）

②バイオマスタウン構想を既に公表していること

交付率 定額（1／2以内）

地域バイオマス利活用推進交付金
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地域バイオマス利活用交付金（ハード）

事業内容

ハード支援

①地域における効果的なバイオマス利活用を図るために必要なバイオマス変換施設及びバイオ
マス供給施設・利用施設等の一体的な整備（地域住民参加型・民間活力導入型）
②新技術等を活用したバイオマス変換施設及びバイオマス発生施設・利用施設のモデル的な整
備（地域住民参加型・民間活力導入型）

③既存のバイオマス施設の事業成果を拡大させるための増設、改造等の取組を支援（地域住民
参加型・民間活力導入型）
④家畜排せつ物等有機性資源の利活用に必要なたい肥化施設等の共同利用施設等を整備

事業主体及び
交付率

《事業主体》
①②③地域住民参加型⇒市町村、公社、PFI事業者、農林漁業者の組織する団体が参加する共
同事業体等
①②③民間活力導入型⇒事業協同組合、消費生活協同組合、農林漁業者の組織する団体、民
間事業者
④家畜排せつ物利活用施設の整備⇒都道府県、市町村公社、PFI事業者、農林漁業者の組織
する団体が参加する共同事業体等
《交付率》
①②③定額（1／2以内）、民間事業者は１／3以内、ただし条件※１）により1／2以内もある。
④定額（1／2以内）

地域バイオマス利活用整備交付金

※１）実用化されているバイオマスの変換・製造技術で葉あるが、農産漁村部等において未だ広く普及していない次に挙げる技術を用いた変換施設をいう。

ア）バイオマスを熱化学変換(ガス化、炭化、エステル化)あるいは生物化学変換(メタン発酵、エタノール発酵)することによりエネルギー利用を行う施設。

イ）バイオマス由来のプラスチックを製造し、マテリアル利用を行う施設

ウ）技術の内用・普及度合い等からみて、ア)及びイ）と同等若しくはそれ以上の技術が採択されていると判断される施設、あるいは従来の技術の組み合わせに

より工夫がされていると判断される施設
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その他の補助金制度

農林水産省

（１）環境バイオマス総合対策推進事業(バイオマス燃料生産拡大）：対象は民間企業【補助率：定率】
（２）ソフトセルロース利活用技術確立事業：対象は民間企業【補助率：施設整備50％、技術実証定額】
（３)地産地消バイオディーゼル燃料農業機械利用産地モデル確立事業：対象は農業系団体【補助率、推進事業定
額、整備事業１／２以内】
（４）広域連携等バイオマス利活用推進事業：対象は食品廃棄物等バイオマスの利活用推進、バイオマスプラスチッ
クリサイクル事業の団体等【補助率１／２以内】
（５）森林・林業・木材産業づくり交付金：対象は市町村、森林組合、民間事業者等【交付率定額（１／２、１／３)】
（６）地域資源利用型産業創出緊急対策事業(先進的なバイオマス利活用施設の整備）：対象は民間団体【補助率施
設整備（２／３、１／２） 、運転経費１０／１０

経済産業省 （１）新エネルギー等事業者支援対策事業：対象は民間企業等【補助率：１／３以内】

国土交通省 （１）環境共生住宅市街地モデル事業：助成対象は民間事業者等【補助率： １／３】

環境省

（１）業務部門対策技術率先導入補助事業：対象は民間団体【補助率：１／２】
（２）再生可能エネルギー導入加速化事業：対象は民間団体【補助率：１／２】
（３）地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター事業：対象は民間団体等【補助率：１／２】
（４）エコ燃料利用促進補助事業：対象は民間団体等【補助率：総事業費の１／２】

融資制度・税制

（１）農林業施設資金（環境保全型農業推進）：対象は農業協同組合等【貸付利率1.9%】
（２）農林業施設資金（共同利用施設‐バイオマス利活用施設）：対象は農業協同組合等【貸付利率1.9%】
（３）環境・エネルギー対策資金（石油代替エネルギー利用促進）：対象は設備設置者及びガス事業者【2.7億を限度】
（４）石油代替エネルギー・新エネルギー導入促進関連融資：対象は民間企業等【融資比率対象事業費の40％】
（５）エネルギー需要構造改革投資促進税制（国税）：対象は法人、個人
（６）地域エネルギー利用設備に係る固定資産税の軽減（地方税）：対象は法人、個人
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先進取組事例集
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堆肥化施設の取組み事例（食品廃棄物系）

平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

茂木町
（生ごみ・家畜排せつ物）

伊万里市
（生ごみ）

美咲町
（生ごみ・家畜排せつ物）

八街市(ｱｸﾞﾘｶﾞｲｼｳﾃﾑ）
（食品残さ）

高根沢町
（生ごみ・家畜排せつ物）

二本松市
（生ごみ・家畜排せつ物）

札幌市
（食品残さ）

宇土市(JA）
（家畜排せつ物・食品残さ）

三笠市（FAリサイクル）
（生ごみ）

大衝村（生協）
（食品廃棄物）

富岡町（株タカヤマ）
（食品残さ・剪定枝）

宇都宮市（㈱ｴｺｼﾃｨ宇都宮）
（食品廃棄物）

朝日村
（家畜排せつ物）

魚沼市
（家畜排せつ物・生ごみ）

柏崎市（柏崎ｴｺｸﾘｴｲﾌﾞ）
（食品廃棄物）

川西町
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

南栃市(JA）
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

梼原町
（生ごみ・野菜収集残さ）

立花町(㈱主計物産）
（たけのこ加工残さ）

池田町
（家庭生ごみ・家畜排せつ物）

猪苗代町
（生ごみ・家畜排せつ物）

紫波町
（家畜排せつ物・食品残さ）

大空町(JA）
（野菜残さ・オガ粉）

飯田市
（廃菌床・生ごみ・家畜排せつ物）

富山市
（家畜排せつ物・食品廃棄物）
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堆肥化施設の取組み事例（汚泥系）

平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

富良野市（衛生組合）
（し尿汚泥）

津 市
（有機性汚泥）

野田町・現出水市
（家畜排せつ物・汚泥）

鳥取市
（農集排汚泥・し尿汚泥）

山形市（浄化センター）
（下水汚泥）

鮭川村
（下水汚泥）

揖斐川市
（農集排汚泥）



32

堆肥化施設の取組み事例（家畜排せつ物系）

平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

茂木町
（生ごみ・家畜排せつ物）

野田町・現出水市
（家畜排せつ物・汚泥）

美咲町
（生ごみ・家畜排せつ物）

和泊町
（家畜排せつ物・サトウキビの葉）

高根沢町
（生ごみ・家畜排せつ物）

二本松市
（生ごみ・家畜排せつ物）

紫波町
（家畜排せつ物・食品残さ）

宇土市(JA）
（家畜排せつ物・食品残さ）

猪苗代町
（生ごみ・家畜排せつ物）

魚沼市
（家畜排せつ物・食品残さ）

池田町
（家庭生ごみ・家畜排せつ物）

川西町
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

南栃市(JA）
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

益田市（ﾒｲﾌﾟﾙ牧場）
（家畜排せつ物）

飯田市
（廃菌床・生ごみ・家畜排せつ物）

富山市
（家畜排せつ物・食品廃棄物）
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堆肥化施設の取組み事例（木質系・その他）

平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

和泊町
（家畜排せつ物・サトウキビの葉）

三条市 （木
質バイオマス）

南あわじ市（全淡建設）
（廃たまねぎ）

日田市（JA）
（エノキ・ナメコ廃培地）

梼原町
（生ごみ・野菜収集残さ）

志布志市（ｻﾝｹｲ工業）
（焼酎粕・木くず）

大空町 （野
菜残さ・オガ粉）

飯田市
（廃菌床・生ごみ・家畜排せつ物）
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木質燃料化（ペレット）施設の取組み事例
平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

住田町
（端材）

真庭市（銘建工業）
（樹皮・端材）

庄原市（NPOﾓﾘﾉﾊﾞｲｵﾏｽ研究所）
（木質ﾊﾞｲｵﾏｽ）

飯田市（NPOﾓﾘﾉﾊﾞｲｵﾏｽ研究所）
（木質ﾊﾞｲｵﾏｽ）

花巻市
（端材）

葛巻町
（端材）

紫波町
（端材）

津別町
（林地残材）

内子町（堀川建設）
（端材）

梼原町
（オガ粉・林地残材）

日田市（ﾌｫﾚｽﾄｴﾅｼﾞｰ日田）
（製材残材）

門川町（ﾌｫﾚｽﾄｴﾅｼﾞｰ門川）
（樹皮・未利用間伐材）

うるま市
（松くい虫被害木）
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バイオガス（メタン発酵）施設の取組み事例
平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

白石市
（生ごみ）⇒発電・廃熱利用

横須賀市
（生ごみ）⇒CNG車利用

東海市（ｺｶｺｰﾗ）
（飲料製品算さ）⇒発電・排熱利用

佐倉市(ｱｸﾞﾘｶﾞｲｱ）
（食品廃棄物）⇒燃料利用

三浦市
（水産加工残さ）⇒燃料利用

大木町
（生ごみ・汚泥）⇒発電

知覧町（本防酏造）
（焼酎粕）⇒発電

いちき串木野市（協同組合）
（焼酎粕）⇒発電

宮古島市(菊之露酏造）
（泡盛蒸留粕）⇒燃料利用

長野市（みすずｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ）
（食品廃棄物）⇒発電

鹿追町
（家畜排せつ物）⇒発電・廃熱利用・液肥

神戸市（生活協同組合コープこうべ）
（食品廃棄物・排水汚泥）⇒発電・熱利用
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バイオガス（メタン発酵・堆肥化）施設
取組み事例

平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

薗部町(ｶﾝﾎﾟﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ）
（生ごみ）⇒発電・排熱・堆肥化

雫石町（ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾟﾜｰしずくいし）
（家畜排せつ物・食品残さ）⇒発電・堆肥化

葛巻町
（家畜排せつ物・生ごみ）⇒発電・液肥

日田市
（生ごみ・豚ふん尿・農集排汚泥）⇒発電・堆肥化

滝川市
（生ごみ）⇒発電・堆肥化

鹿追町
（家畜排せつ物）⇒発電・廃熱利用・液肥

中札内村
（家畜排せつ物）⇒発電・廃熱利用・液肥

士幌町
（家畜排せつ物）⇒発電・廃熱利用・液肥

伊豆市（静岡県）
（家畜排せつ物・食品残さ）⇒発電・堆肥化

宇陀市
（家畜排せつ物・食品廃棄物）⇒発電・堆肥化

三咲町（岡山県）
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

⇒発電・堆肥化

山鹿市
（家畜排せつ物・食品廃棄物）

⇒発電・堆肥化

南丹市(旧八木町）

（家畜排せつ物・農産物算さ）
⇒発電・排熱・堆肥化

山形市（浄化センター）
（下水汚泥）⇒発電・堆肥化

富山市(富山ｸﾞﾘｰﾝﾌﾄﾞﾘｻｲｸﾙ）

（生ごみ）⇒発電・排熱・
堆肥化（剪定枝を加える）
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バイオディーゼル燃料化施設取組み事例
平成１６～１８年度バイオマス利活用優良表彰、平成１５～１９年度施設整備事業交付金対象

八街市（社会福祉法人）
（廃食用油）⇒BDF化

豊頃町（ｴｺERC）
（廃食用油・菜種油）⇒BDF化

札幌市（札幌ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾎﾃﾙ）(アレフ）
（廃食用油）⇒BDF化

京都市
（廃食用油）⇒BDF化

出雲市
（廃食用油）⇒BDF化

鮭川村（有機農業者協会）
（廃食用油）⇒BDF化

北広島市(NPO法人INE OASA）
（廃食用油）⇒BDF化

伊万里市
（廃食用油）⇒BDF化

東近江市（滋賀県環境生活協同組合）
（廃食用油）⇒BDF化

西川町
（廃食用油）⇒BDF化

大多喜町
（廃食用油）⇒BDF化

上越市（ﾊﾞｲｵﾏｽ循環事業協同組合）
（廃食用油）⇒BDF化

長岡市（NPO法人）
（廃食用油）⇒BDF化

上越市
（廃食用油）⇒BDF化

豊岡市
（菜種・廃食用油）⇒BDF化

洲本市
（菜種・廃食用油）⇒BDF化

岡山県
（廃食用油）⇒BDF化

門真市(松下産業）
（廃食用油）⇒BDF化 甲賀市

（廃食用油）⇒BDF化

大木町
（廃食用油）⇒BDF化

うるま市
（廃食用油）⇒BDF化

柏市（NPO法人）
（廃食用油）⇒BDF化
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岩手県 紫波町の取組み
町運営の「えこ３センター」において、家畜排泄
物（牛・豚・鶏）(3254t/年)、食堂・スーパー等食
品事業者からの食品残渣(310t/年)、もみ殻
（1871ｍ3/年)、間伐材等から製造した粉炭を
利用し良質な堆肥(1116t/年)を製造し、町内農

家に販売。堆肥利用農作物は地産地消の一環
として学校給食に使用するほか、町内に９箇所
ある産直施設等で販売し、安全・安心な農産
物としての紫波ブランドの確立を図る。

また、森林組合や町内製材業者からの製材
所残材、間伐材(281t/年)を原料として木質ペ
レット(89t/年)、粉炭（6t/年)、木酢液を製造。木

質ペレットを町内の小学校・保育園（各１箇所）
のボイラーや町内公共施設のストーブ（６台）の
燃料として利用。木質ペレットの普及を進める
ため、事業所、家庭におけるペレットストーブの
購入に対して助成。

さらに、家庭生ごみは清掃センター（３市町
で構成）で堆肥化。

《堆肥化施設概要・規模・能力等》

•２００４年 稼動開始

•１次発酵 ２８ｍ×９２ｍ（ロータリー攪拌方式）

•２次発酵 ２８ｍ×９２ｍ（ローダー切返し）

•堆肥化期間：３ヶ月

•製品（特殊堆肥）７７８ｔ／年

•製造能力：１，４００ｔ／年

•販売価格：350円／40L：12kg

•総事業費：１２．２億円（用地・造成・事務棟含む）

《木質ペレット施設》

・製造能力：１２０ｔ／年（事業費０．３億円）

・製品販売価格：35円／kg

1次発酵棟 2次発酵棟
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紫波町のバイオマス利活用フロー図
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栃木県 茂木町の取組み
家畜排泄物処理施設を整備した「有

機物リサイクルセンター美土里館」に
おいて、地域資源である5種類(牛糞・
生ごみ・落ち葉・もみがら・おがこ)の

バイオマス利活用により、良質な堆肥
を製造し、町内の農地に還元していま
す。環境保全型農業を推進するととも
に、豊富な森林資源の利用、ごみのリ
サイクル、地産地消を進め循環型社会
を構築しています。

家庭生ごみの回収には生分解性プラ
スチック製コンポストバックを使用。

保育園・小中学校で剪定枝・落ち葉
を堆肥化し、配布し農業体験等に取組
む。

《堆肥化施設概要・規模・能力等》

•２００３年設置

•全自動円形スクリューロータリー式

•家畜ふん尿：２，９６０ｔ／年

•家庭生ごみ：２５６ｔ／年

•もみ殻他 ：１９６ｔ／年

•製品（特殊堆肥）７７８ｔ／年

•販売価格４，０００円／ｔ（町民以外は６，０００円）

袋詰め：５００円／１０kg

•整備事業費：６．４億円
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栃木県 高根沢町の取組み
家畜排泄物、生ゴミ等から堆肥を製
造。

町内で発生する家畜排泄物、家庭生ゴミ、籾
穀を有効に活用し、堆肥として農地に還元こ
とにより、循環型社会を推進するために、平成
１２年に高根沢町堆肥センターを建設してい
る。

酪農農家25戸が堆肥センターに搬入した家
畜排泄物(3,657t/年)、家庭生ゴミ(820t/年)､も
みがら(802t/年)から堆肥を製造(1,819t/年)

し、農協を通じて農家に販売している。

家庭生ゴミの分別回収に当たっては、町の呼
び掛けにより各家庭が積極的に分別収集や生
ゴミの減量化に取り組んでいる。また、バイオ
マスプラスチック製品を導入し、約7割の世帯
（7,000世帯）から発生する生ごみを回収してい

る。また、町内の小学校の校外学習として、
｢土づくりセンター」の見学を実施しており、実
践教育の場としても活用されている。

高根沢土づくりセンター

《堆肥化施設概要・規模・能力等》

•２０００年設置

•高速堆肥化方式（約４０日で堆肥化）

•家畜ふん尿：５，１００ｔ／年

•家庭生ごみ：９００ｔ／日

•もみ殻他 ：１，２００ｔ／年

•製品（特殊堆肥）２，５５０ｔ／年

•販売価格４，０００円／ｔ（バラ）

袋詰め：３５０円／１０kg（町内限定）

•整備事業費：７．６億円
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高根沢町バイオマス利活用フロー図
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岡山県 真庭市の取組み
木質ペレット生産量は日本一

銘建工業㈱は工場から発生する木
質バイオマス資源を利活用して、平
成16年から木質ペレットを生産開始
し。現在は年間15000トンを生産、
これは日本国内総生産量のほぼ半
分を供給する事業に発展していま
す。

木質ペレット燃料は近年の悪化す
る地球温暖化の防止、ＣＯ2排出削
減等の環境意識高揚と化石燃料の
高騰により木質バイオマスエネル
ギー 21世紀型エネルギーとして感
心が高まりました。

平成19年度販売計画は5000トン
ＣＯ2排出削減目標は2,222トン
売上高目標は 1億円です

ペレット造粒機

ペレット製品



44

㈱バイオマスパワーしづくいしの取組み

建設費10億円
（内交付金５億円）

年間1.2億円の収入（７０％が食品残さ10,000円／ｔ、家畜ふん尿1,000円／ｔ＋売電）

59ｔ／ｄ

23ｔ／ｄ

3ｔ／ｄ

㈱バイオマスパワーしずくいし資料より

《施設概要・規模・能力等》
バイオマス発電4,000kwh／日（一般家庭400戸分）、95

万kwh／年、堆肥⇒15ｔ／日、消化液（液肥）⇒35ｔ／日
「メタン発酵」：固液分離機（スクリュープレス式×3基）

メタン発酵槽（2,000ｍ3：37℃）
ガスホルダー（570ｍ3：3,250m3N／日）
ガスエンジン発電機（250kw×１台）

「堆肥」：堆肥発酵棟（30ｔ／日）
堆肥一次発酵（690ｍ3：25日：開放機械攪拌式）
堆肥二次発酵（1,120ｍ3：60日）
ストックヤード（1,043ｍ3：90日分）
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㈱バイオマスパワーしづくいしの
バイオマス利活用フロー図
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大分県 日田市の取組み
農林業のまち日田市では、全世帯から出る生

ごみ24t/日)と農集排汚泥(６t/日) 、豚糞尿(50t/日)

や焼酎かすなど計８０ｔ／日をメタン発酵し、
メタンガスを利用した発電を行っています。発
酵残さはたい肥や液肥として地域の農家に提供し
ています。

また、３００ｔ／日の木質バイオマス発電も
稼働中で、更に杉や檜の皮（バーク）利用の木
質ペレット製造施設（国内最大２５，０００ｔ
／年）も稼動しています。

日田市バイオマス資源化センター

フォレストエナジー日田 日田ウッドパワー

発電出力：12,000kw

燃料：木質チップ

使用量：10万ｔ／年

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用量 5,000t/年
国費 459百万円
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日田市バイオマス利活用フロー図

日田市バイオマス資源化センター

フォレストエナジー日田

日田ウッドパワー
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栃木県高根沢町
循環型社会の推進として⇒堆肥の製造

町内で発生する家畜排せつ物、家庭生ごみ、もみ殻を有効活
用し堆肥として農地に還元する⇒循環型社会の推進を目指し
平成１２年に「高根沢土づくりセンター」を建設

高根沢土づくりセンター

５，１００ｔ／年

９００ｔ／年

もみ殻 １，２００ｔ／年
農協

農 家

２，５５０ｔ／年

堆 肥「たんたんくん」

４，０００円／ｔ



49

「たんたんくん」使用の
「たんたん農産物」で地産地消

有機質堆肥「たんたんくん」

利用の促進

１．壌診断の実施

２．「たんたんくん」の施用

３．節減対象農薬成分回数が慣行レベルの５割以下

４．化学肥料の窒素成分量が慣行レベルの５割以下

５．農薬の使用は、県が定める指針に準拠する

消費者に対して安全・安心な食料の
供給を図り、地産地消の推進と農業
の振興を目的とし平成１９年度導入

特別栽培農作物（栽培基準）

「たんたん農産物」
JAしおのや高根沢地区農産物直売所（たんたんﾌﾟﾗｻﾞ光陽台）

農家が登録認証機関へ登録
申請及び栽培管理計画を提
出し認証を受ける

必要に応じ栽培管理履歴、残
留農薬基準、出荷・販売状況
記録の開示を求め、丌適切な
場合は登録抹消が出来る

認証シール

認証制度

http://agrinet.pref.tochigi.lg.jp/tochigi_event/data/image/1276_1.jpg
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長野県飯田市堆肥センター整備の背景

背 景 環境文化都市を目指し足掛け７年の歳月を経て平成１６年に建設

目 的 １・生ごみの焼却や家畜排せつ物・きのこ廃培地の野積み・素堀利処理
による環境負荷の低減

２．化学肥料や農薬の多投で収量低下の農地の地力再生

３．地域内の食農循環の再構築（「地域から出るバイオマスを原料に堆
肥を生産し、この堆肥を使って果樹園・畑・田んぼの土づくりを進め、こ
の土地からできる農作物を地域内で消費していく」地域内循環の創出）

市の職員による「緑環プロジェクトチーム」の編成と活動

当初は、基礎的なデータ収集や全国各地の施設調査を行いながら、事業コンセプトづくりを行
いました。この中で実施した果樹・耕種農家へのアンケート結果では、生ごみ堆肥であっても
品質が良いものならば利用するとの回答が約70％あり、その反面、異物の混入、塩分が心配
という農家の意見もありました。

このアンケートを基に行った「家庭生ごみ分別収集モデル事業」では、対象エリアを特に人が密
集し、土目の尐ない中心市街地の3000世帯に絞り込み、町内会と連携した事業説明会、堆肥

化実験現場の見学会などを実施しました。また、「家庭生ごみ・畜ふん混合堆肥化実験事業」
による栽培実験を同時に行い、生ごみ堆肥の成分分析、搬出される生ごみの組成調査、農家
へのアンケート調査を通して、農家に使ってもらえる良質堆肥作りを模索し続けました 。
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飯田市 商品として売れる堆肥づくり

堆肥化方式の検討

約３年をかけて全国各地の堆肥化施設約２０ヶ所視察

その地その時に応じて微生物が働きやすい環境づくりが最大のポイント

運営方式

基本原理に忠実で、過大なイニシャル、ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄがかからず、日常的
なメンテナンスや堆肥化工程での工夫応用がしやすい方式を選択

民間発想での運営が可能となるように第三セクターの有限会社を設立
して管理を委託。この会社は酪農組合、農協、市が出資して設立

役割分担

・酪農組合⇒施設の日常的な運転管理

・農協⇒生産堆肥の流通販売

・市⇒施設の整備目的を達成するための全体的な事業調整

⇒開放直線型ロータリー攪拌方式（１次発酵：２５日）堆積切り替えし（２次発酵：６０日）1800～2200ｔ／年
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飯田市 経営状況と効果及び課題

経営状況

平成１５年に設立して以来、黒字決算で良好な事業運営が出来ている

効 果

製造された堆肥の売れ行きは好調であり、JA及び地元農家からなる組合
を運営主体とした堆肥化施設運営事業は黒字経営となっている。また、
本事業に対する市民の理解と協力も得られつつある。

課 題

・「食」と「農」とのつながり、都市部に暮らす「消費者」と農村部で食を支え
る「農業者」とのつながりを生ごみを媒介にして「結び直す」ことが重要で
あり「課題」としては堆肥を利用した農産物を地域内で流通販売する目に
見える「システム」の構築と、域外に向けた農産物販売においても「付加価
値」を持たせた「流通販売ルート」の開拓と言える。
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太陽光発電

２０kw

太陽光発電

２０kw

バイオマスタウン取組先進事例

日本一の新エネルギー生産基地を目指して“岩手県葛巻町”

エコワールドくずまき風力発電㈱ １，２００ｋｗエコワールドくずまき風力発電㈱ １，２００ｋｗ

くずまき林業㈱ バーク・製材端材ペレット化

１０００ｔ／年製造

くずまき林業㈱ バーク・製材端材ペレット化

１０００ｔ／年製造

介護老人保健施設「アットホームくずまき」

ペレットボイラー ５００，０００Kcal／ｈ×２基

介護老人保健施設「アットホームくずまき」

ペレットボイラー ５００，０００Kcal／ｈ×２基

㈱グリーンパークくずまき風力発電所 ２１，０００ｋｗ㈱グリーンパークくずまき風力発電所 ２１，０００ｋｗ

月島機械・NEDO実証プラント

木質ガス化発電プラント

月島機械・NEDO実証プラント

木質ガス化発電プラント

間伐材⇒チップ化

家畜ふん尿

葛巻町畜ふんバイオガスプラント（くずまき高原牧場）

バイオガス発電３７Kw

葛巻町畜ふんバイオガスプラント（くずまき高原牧場）

バイオガス発電３７Kw

近隣5施設
へ送電

町内中学校での太陽光発電町内中学校での太陽光発電

日本一
の 公共
牧場

町内での利
用
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堆肥流通
システム
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堆肥有効活用システムのイメージ図堆肥有効活用システムのイメージ図

○○市堆肥活用
農産物栽培指針

○○市堆肥
取扱所マップ

堆肥の選定

施肥設計

土壌診断

農産物の収穫

堆肥の運搬・散布

堆肥施用効果の確認

環境保全型農業の推進
安全・安心な農産物

地産地消の推進

施肥基準

・エコ農産物

・特別栽培農産物

・有機栽培農産物

耕畜連携

稲わら・もみ殻⇔堆肥

・実証展示ほ

・収量、食味等の確認

コントラクターの整備
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堆肥の流通手法の確立（１）堆肥の流通手法の確立（１）

コントラクター

畜産農家

畜産農家

畜産農家

耕種農家

耕種農家

耕種農家

堆肥の流れ

稲わら･もみ殻の流れ

土壌試験機関

堆肥の運搬･散布・耕起

土壌診断･施肥設計

機能分散型方式
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堆肥の流通手法の確立（２）堆肥の流通手法の確立（２）

情報交換
耕種農家

堆肥の販売
運搬･散布
耕起サービス

土壌診断
施肥設計

堆肥の調整
ストックヤード

畜産農家

情報交換

畜産農家 畜産農家

耕種農家

耕種農家

堆肥の流れ

実証ほ

大学等
研究機関

成果

情報交換

情報交換

堆肥センター

稲わら・もみがらの流れ

集中管理方式
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政策等による堆肥活用促進政策等による堆肥活用促進

・農産物の支援制度による堆肥利用農産物の差別化⇒意欲のある生産者
への堆肥活用促進（安全･安心だけではなく品質･生産方法まで組み込む）

・堆肥流通のための補助制度（堆肥購入の補助、副資材の循環利用）
⇒堆肥製造者及び堆肥利用者への財政的な堆肥活用促進

・農産物情報の収集分析⇒マーケティング堆肥活用促進
（広告宣伝･販売戦略）

・農産物生産者間情報交換等の体制整備
⇒生産者間の意思統一（ブランド化）

・堆肥利用促進により国内クレジット（吸収量売買）創出による資金的な
堆肥活用促進の仕組み作り⇒カーボンオフセット(J-VER制度の導入）
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構想書作成
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バイオマスタウンを公表するには

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生か
ら利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システム
が構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われている
か、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。

域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生か
ら利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システム
が構築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われている
か、あるいは今後行われることが見込まれる地域をいう。

バイオマスタウンの定義バイオマスタウンの定義

市町村（複数の市町村も可）とする。ただし、NPO法人、事業共同組
合、大学、農協、森林組合、生協、土地改良区、民間企業が加わる
ことも可能とする。

市町村（複数の市町村も可）とする。ただし、NPO法人、事業共同組
合、大学、農協、森林組合、生協、土地改良区、民間企業が加わる
ことも可能とする。

計 画 主 体計 画 主 体

構想目標としては、廃棄物系のバイオマスの９０％以上または、
未利用系のバイオマスの４０％以上の利活用（炭素換算ベース）。
構想目標としては、廃棄物系のバイオマスの９０％以上または、
未利用系のバイオマスの４０％以上の利活用（炭素換算ベース）。

公 表 要 件公 表 要 件 バイオマスタウン構想書の作成
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バイオマスタウン構想書の構成

構想書の章立て

1. 対象地域⇒市町村名（複数市町村、市町村の一部の場合はその旨記載）

2. 構想の実施主体⇒市町村名（必須）、NPO法人、大学、農協etc

3. 地域の現状⇒経済的特色、社会的特色、地理的特色

4. バイオマスタウン形成上の基本的な構想
（１）地域バイオマスの利活用方法

地域のバイオマスの収集・輸送・変換・利用の各段階での取組内容・方法や導入技術（規模・施設の概要）

（２）バイオマスの利活用推進体制

協議会等の推進体制、関係者間の役割分担（コストや役務の負担、施設運営主体等）

（３）取組工程

利活用の仕組みを完成するまでの大まかなスケジュール

５． バイオマスタウン構想の実施により期待される利活用目標及び効果

６． 対象地域における関係者を含めたこれまでの検討状況

７． 地域のバイオマス賦存量及び現在の利用状況

８． 地域のこれまでのバイオマス利活用の取組状況

1. 対象地域⇒市町村名（複数市町村、市町村の一部の場合はその旨記載）

2. 構想の実施主体⇒市町村名（必須）、NPO法人、大学、農協etc

3. 地域の現状⇒経済的特色、社会的特色、地理的特色

4. バイオマスタウン形成上の基本的な構想
（１）地域バイオマスの利活用方法

地域のバイオマスの収集・輸送・変換・利用の各段階での取組内容・方法や導入技術（規模・施設の概要）

（２）バイオマスの利活用推進体制

協議会等の推進体制、関係者間の役割分担（コストや役務の負担、施設運営主体等）

（３）取組工程

利活用の仕組みを完成するまでの大まかなスケジュール

５． バイオマスタウン構想の実施により期待される利活用目標及び効果

６． 対象地域における関係者を含めたこれまでの検討状況

７． 地域のバイオマス賦存量及び現在の利用状況

８． 地域のこれまでのバイオマス利活用の取組状況
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バイオマスタウンによる自治体等のメリット

地域全体の物質（バイオマス）の流れが把揜できる⇒循環型社会の構築に丌可欠

地域全体での計画となるので住民・企業・行政の連帯感や一体感が増してくる

地域全体の物質（バイオマス）の流れが把揜できる⇒循環型社会の構築に丌可欠

地域全体での計画となるので住民・企業・行政の連帯感や一体感が増してくる

バイオマスタウン構想計画段階バイオマスタウン構想計画段階

バイオマスの利活用で地球温暖化対策の有効な手段となる

交付金を有効に活用することで財政負担を軽減できる

事業主体によっては財政負担が丌要となる（民間企業が事業主体となる場合）

一般廃棄物のエネルギー利用促進により焼却費用の削減や最終処分量の削減が
図れる⇒最終処分場の延命化

耕畜連携により環境保全型農業が可能となり、安全で安心な農作物が域内で流通

熱・エネルギーを利用した新規事業等の創出により雇用や地域の活性化が増す

バイオマスの利活用で地球温暖化対策の有効な手段となる

交付金を有効に活用することで財政負担を軽減できる

事業主体によっては財政負担が丌要となる（民間企業が事業主体となる場合）

一般廃棄物のエネルギー利用促進により焼却費用の削減や最終処分量の削減が
図れる⇒最終処分場の延命化

耕畜連携により環境保全型農業が可能となり、安全で安心な農作物が域内で流通

熱・エネルギーを利用した新規事業等の創出により雇用や地域の活性化が増す

バイオマスタウン構想実施段階バイオマスタウン構想実施段階
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なぜバイオマスタウンの構築が増えないか？

知らない（バイオマスの意味が理解されていない）

知ってはいたが誰が、何を、どうすればよいのかが判らない（具体
的な取り組み方がわからない）

・庁内に経験者がいない（平成14年に始まった新しい取組）

・幅広い知識や情報が必要となる（廃棄物事情、農業施策・・・・）

・今までは省庁からの縦割りであったが、横断的な取組

･新エネルギー等との使い分けがわからない（風力、太陽・・・）

・トップが全て（全体像をイメージできないために判断できない）

取組んでいるが盛り上がらない

・主管部門がはっきりしない（組織が1つになりきれない⇒分業）

・事業主体が丌鮮明（地域全体としての取組になっていない）

知らない（バイオマスの意味が理解されていない）

知ってはいたが誰が、何を、どうすればよいのかが判らない（具体
的な取り組み方がわからない）

・庁内に経験者がいない（平成14年に始まった新しい取組）

・幅広い知識や情報が必要となる（廃棄物事情、農業施策・・・・）

・今までは省庁からの縦割りであったが、横断的な取組

･新エネルギー等との使い分けがわからない（風力、太陽・・・）

・トップが全て（全体像をイメージできないために判断できない）

取組んでいるが盛り上がらない

・主管部門がはっきりしない（組織が1つになりきれない⇒分業）

・事業主体が丌鮮明（地域全体としての取組になっていない）
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バイオマスタウン構想のポイント（１）

組 織

立ち上げはトップダウンで行い、その後ボトムアップで活動

初期の立ち上げは自治体主導で行い、各部、課からの参加が必要

主な政策の方向付けを行なう（既存のISO組織等の活用）

推進協議会のメンバーには排出関係者（農林水産業の団体、食品
関係者、リサイクル事業者）、商工会議所等の団体、NPOや市民団体
と有識者、コンサル

セカンドオピニオン（複数の有識者・専門家による判断）・・・間違っ
た方向を是正できない（幅広い分野を全てにおいて精通している人は
尐ない）
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バイオマスタウン構想のポイント（２）

調査・計画

特に賦存量及び利用可能量（現在の利活用状況）は今後の計画を左右
するので曖昧な調査は行なわない。

上記の調査においては、季節的な変動や、バイオマスの状況（水分量、
形態）も把揜しておくことが大切（利活用の手法、前処理の必要性判断）。

扱うバイオマスが廃棄物であるのか？有価物であるのか？において事
業化における法手続きが変わり、時間や費用に大きな差が生じる。

FS段階になると、専門的な知識や判断が必要となるので学識経験者や
専門家を含めた検討が必要となる（セカンドオピニオン）。

国内の先進事例等を学び、失敗事例や成功事例からの教訓を活かす
べきだ（視察や情報収集）。

上位計画（国・県）や、周辺市町村の計画も考慮して計画を行なう。
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バイオマスタウン取組 失敗事例等

•計画はできたが事業主体が現れない

•売電するためには系統連携等が必要となり、予想以上の費用がかさむ

•売電価格が安くて採算が取れない（小規模で安定供給ができない、電力品質が悪
い）

•電力供給の保証が守れないと１週間ぐらいのペナルティで年間の利益が消失

•バイオマスが予定通り集まらない（利用可能量の見込み違い、価格、季節変動）

•計画地の農転が進まず頓挫

•廃棄物処理施設となり、住民合意形成、アセス、設置許可等の許認可に時間がか
かる

•先進技術により水素を作ったが、利用する予定の企業（燃料電池）が撤退し、利用
先が無くなったために、事業が成り立たなくなった

•域内利用ができなく、遠隔地までの運搬が必要となり、価格競争で負ける

•搬入されるバイオマスの質が丌均質で品質の確保に苦労する
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バイオマスタウン事業構想 Q&A

Ａ1-1 必ずしも全てが実現しなくてもかまいません。あまりに荒唐無稽では困りますが、構想段階ではある程度理想
形と割り切ってかまいませんので、是非「夢のある」ビジョンを策定してください。

Ａ1-2 バイオマスタウン構想が認定されたからといって、直接財政支援があるわけではありません。構想に基づいて

計画された事業について、バイオマスの環づくりをはじめとした支援施策にご応募いただいたときに、あらかじめビジョ
ンがあることが優位であることは間違いありません。 事業の円滑な導入と普及のために補助金、交付金、奨励金等を
効果的に利用してください。ただし、これらはあくまでも自立のための支援であり、適切な事業収支計画がないままに、
採算のための充当と考えるのはご遠慮ください。

Ａ1-3 地域内の経済団体の代表（農協、漁協、森林組合、商工会など）、バイオマス資源を持っている企業の代表
（食品加工工場など）、予算執行や支援施策をコーディネートできる地方農政局や、地方経済産業局の担当者、およ
び、近隣大学等の学識経験者や専門コンサルタントなどが考えられます。その他に、地域の合意形成に発言力のある
リーダーが、教育委員会、社会福祉協議会、地域で活動しているＮＰＯや市民活動団体に所属している場合もあります
から、こうした人材に早い段階で構想策定に参画してもらうことも有効です。

Ａ1-4 可能性調査事業や導入実証事業を効果的に活用して、是非、起業を前提とした事業構造を設計してください。
事業のビジネスモデルが確立されていれば、地域内での合意形成で、第３セクターとして、または地場の民間企業や
経済団体、NPOなどの新事業として、スムーズな継続が可能です。また、中小企業庁や都道府県が実施する、新産業
創出や起業のための様々な支援施策や、民間の投資（インキュベーションファンド）も受けやすくなります。

その他のQ&A

Ｑ1-4 事業体の設立費用や運営費はどうすればよいですかＱ1-4 事業体の設立費用や運営費はどうすればよいですか

Ｑ1-3 どのような検討メンバーを集めればよいですか？Ｑ1-3 どのような検討メンバーを集めればよいですか？

Ｑ1-2 バイオマスタウンに認定されると補助金や交付金がもらえるのですか？Ｑ1-2 バイオマスタウンに認定されると補助金や交付金がもらえるのですか？

Ｑ1-1 構想書にかかれたものはすべて実現しなければなりませんか？Ｑ1-1 構想書にかかれたものはすべて実現しなければなりませんか？

バイオマス/バイオマスタウン/バイオマスタウン構想書作成Q＆A.doc
バイオマス/バイオマスタウン/バイオマスタウン構想書作成Q＆A.doc
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バイオマスをめぐる政策動向

３０ＫＬ
現在
３０ＫＬ

２０１１年２０１１年
５万ＫＬ

２０３０年頃２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算６００万kl

原料と生産可能量原料と生産可能量
・・糖質、でんぷん質
（規格外農産物、副産物 ）

・セルロース系・セルロース系
（稲わら、間伐材等 ）

・資源作物

バイオ燃料の利用率の向上

技術開発の課題と生産可能量（国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表）

農林漁業バイオ燃料法の成立
（平成20年5月）

農林漁業バイオ燃料法の成立
（平成20年5月）

北海道洞爺湖サミット首脳声明
「第２世代バイオ燃料」（平成20年７月）

北海道洞爺湖サミット首脳声明
「第２世代バイオ燃料」（平成20年７月）

収集・運搬コストの低減
エネルギー変換効率の向上等の課題

収集・運搬コストの低減
エネルギー変換効率の向上等の課題

次世代バイオマス利活用推進対策 ２１８（２００）億円≪平成21年度≫

①収集・運搬コストの低減
②資源作物の開発
③エタノール変換効率の向上

技術開発技術開発

欧米、ブラジルの制度を踏
まえ、国内制度を検討

制 度制 度

農林漁業バイオ燃料法に基づく生産製造連携事業

・環境バイオマス総合対策推進事業

・地域バイオマス利活用交付金

稲わら、間伐材等を活用した
日本型バイオ燃料の生産拡大

バイオディーゼル地産・
地消モデルの確立

メタン発酵による
生産物の有効活

用

木質バイオマス
の利用拡大

・ソフトセルロース利活用技術確立事業

・森林資源活用型ﾆｭｰﾋﾞｼﾞﾈｽ創造対策事業

・地域活性化のためのﾊﾞｲｵﾏｽ利活用技術
の開発（うちソフトセルロース研究開発）

・地産地消型ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃
料農業機械利用、産地モデ
ル確立事業等

・家畜排せつ物メタン発酵
等利用システム構築事業

・CO2排出削減のための
木質バイオマス利用拡大
対策事業
・省石油型施設園芸技術
導入推進事業等

地域の創意工夫を活かした
バイオマス利活用の推進

バイオマス・ニッポン総合戦略

バイオマスタウンを
平成22年度に300地区

（平成20年11月末現在：159）

農場

家畜排せつ物

森林

食品廃棄物

農作物残さ

・発電・発熱
・エタノール、BDF
・プラスチック、素材
・肥飼料化

たい肥、電気

電気、熱、プラスチック

林地残材

一般家庭

食品工場

下水汚泥

施設内、施設間で資源、
エネルギーを融通

レストラン

変換施設

・バイオマス利活用加速化事業

・地域バイオマス利活用交付金

・バイオマスタウン形成促進支援調査事業

・広域連携等バイオマス利活用推進事業
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変換手法
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バイオマスの種類による特殊利用例

機能性食品廃棄物

食品
加工業

バガス

廃食用油

ビール酵母

ｷｼﾛｰｽ、ﾌﾙﾌﾗｰﾙ

油脂

酵母

甘味料、菓子類

BDF、石鹸

医薬品

畜産業
蹄角

家畜類等の皮膚

ｾﾞﾗﾁﾝ

ｺﾗｰｹﾞﾝ

消化器用発泡剤

化粧品、医薬品

水産業

カツオ・マグロ等の魚類

エビ殻・カニ殻

魚類内蔵

ﾄﾞｺｻﾍｷｻｴﾝ酸(DHA）

ｷﾁﾝ・ｷﾄｻﾝ

ｱﾐﾉ酸・ｱﾙｷﾞﾝ酸

医療用繊維、人口皮膚他

医薬品

調味料

バイオマスの種類 主 成 分 利 用 例
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バイオマスのマテリアル利用技術-1

堆 肥

飼 料

畜産資材

液 肥

コンポスト

メタン発酵処理液（消化液）

家畜ふん尿、食品廃棄物等、
汚泥、バーク・稲ワラ等（副資材）

乾熱乾燥方式

油温脱水方式

発酵乾燥方式

ﾘｷｯﾄﾞﾌｨｰﾃﾞｨﾝｸﾞ方式

何れも食品廃棄物は含水費が高く
栄養価が高いものが多く腐敗変質し
易いので左記の、高温乾燥や、脱
水、発酵を利用し乾燥し、衛生、保
存性を確保している。

液状にした飼料をパイプで畜舎内に
圧そうするシステム。

敷料として
の利用

オガ粉、バーク、チップ等木質系バイ
オマス、稲わら、麦ワラ等を利用し、
利用後はコンポスト資材に再利用
（カスケード利用）
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バイオマスのマテリアル利用技術-2

ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

(生分解ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）

木質系バイオマスの
マテリアル利用

•街路樹のマルチング材

•公園、山林の緑地道路のクッショ
ン被覆材

•生ゴミ処理機の用資材チップ化処理

繊維化処理

•MDF（中密度繊維板）

•バードボード（硬質繊維板）

•インシュレーションボード
（軟質繊維板）

建 材

緑化資材

•パーティクルボード

トウモロコシ

生ゴミ

木質廃棄物

ポリ乳酸

・農林水産用資材

・土木建設資材

・食品包装用フイルム、容器

・衛生用品

・事務文具、雑貨等

米
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バイオマスの種類による利活用方法-1

木質系バイオマス

マテリアル利用
畜産敷料、肥料化、建材・緑化資材、パルプ原料、バイオマスプラス
チック、固形燃料（チップ、ペレット、ブリケット）⇒利用用途が多種

エネルギー利用

直接燃焼

燃焼

熱科学的変換

生物化学的変換

混焼
固形燃料化

ガス化

液化

炭化

エタノール発酵

自家消費、ボイラー発電等で利用(実用化）
石炭火力発電所等で石炭等との混焼（実証）

木粉と石炭を混合加圧成形⇒（RDF）

熱分解ガス化により可燃性ガス⇒発電

急速熱分解とスラリー燃料化がある（実証）

バイオマスの高カロリー化（炭⇒活性炭）

セルロースなどの難分解性
物質を効率的に発酵する技
術を実証中

ドライ系バイオマス（含水率７０％以下）、廃棄物系、未利用系

カスケード利用ができる
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バイオマスの種類による利活用方法-2

家畜排せつ物

マテリアル利用 肥料化

エネルギー利用

直接燃焼燃焼

熱科学的変換

生物化学的変換

ガス化

メタン発酵

自家消費、ボイラー発電等で利用(鶏フン等）

超臨界水ガス化⇒基礎研究段階

湿式

乾式

嫌気性発酵でメタンガス
を発生、消化液は液肥と
して利用、残渣は堆肥化

低水分含量の原料でも発
酵が可能な微生物を利用
した技術、残渣は炭化処
理で、処理廃液が出ない
システム（実証段階）

ウエット系バイオマス、廃棄物系

カスケード利用ができる
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バイオマスの種類による利活用方法-3

廃食用油をBDF化する技術で実用化

食品廃棄物を可溶化し、ｱｾﾄﾝ・ﾌﾞﾀﾉｰﾙ
発酵後にメタンを効率的に回収

マテリアル利用 肥料化、飼料化、バイオマスプラスチック、工業用原料・有用物質

食品廃棄物

エネルギー利用

燃焼

熱科学的変換

生物化学的変換

固形燃料化

ガス化

炭化

エステル化

メタン発酵

二段発酵

乾燥選別しペレット成形⇒（RDF）

バイオマスの高カロリー化（炭⇒活性炭）

湿式

乾式

超臨界水ガス化⇒基礎研究段階

嫌気性発酵でメタンガスを発生、消化
液は液肥として利用、残渣は堆肥化

低水分含量の原料でも発酵が可能な微
生物を利用した技術、残渣は炭化処理
で、処理廃液が出ないシステム（実証段
階）

エタノール発酵

ウエット系バイオマス・廃棄物系

カスケード利用ができる
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バイオマスの種類による利活用方法-4

マテリアル利用 肥料化、土壌改良材、セメント原料、レンガ・骨材等

エネルギー利用

熱科学的変換

生物化学的変換

ガス化

炭化

メタン発酵

バイオマスの高カロリー化（炭⇒活性炭）

湿式

乾式

超臨界水ガス化⇒基礎研究段階

嫌気性発酵でメタンガスを発
生、消化液は液肥として利用、
残渣は堆肥化

低水分含量の原料でも発酵が
可能な微生物を利用した技
術、残渣は炭化処理で、処理
廃液が出ないシステム（実証
段階）

下水汚泥等 ウエット系バイオマス、廃棄物系

カスケード利用ができる
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話題のバイオ燃料について

◎バイオエタノール

◎バイオディーゼル燃料(BDF）

サトウキビ、てん菜等糖質

デンプン質 トウモロコシ、米、麦等

木質（セルロース系） 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ、稲わら等

糖化、アルコール発
酵、蒸留を経てエタ
ノールを精製

このエタノールをガソリンに直接混合する方法と、ETBEの2種類が考えられ
ている、混合率は当初は3％、将来的には10％、それ以上を視野に入れてい
る（E3、E10）。

油糧作物（菜種、ひまわり、大豆、パーム）や、廃食用油といった油脂を原料
に製造する軽油代替燃料。

国産バイオ燃料の生産目標として、2011年には5万KL、2030年頃には600万KL
（年間ガソリン消費量の10％）と試算
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カーボン
オフセット
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カーボン･オフセットのイメージカーボン･オフセットのイメージ
●CO2排出削減クレジットを安定的に取得し、CO2の排出に係わる自主削減目標
の達成やカーボン・オフセットのために活用できる。
●堆肥の利用推進により、環境保全型農業、安全安心な農作物の生産等に寄与
することにより自治体や企業、団体等のイメージアップが可能（CSR）。

国内クレジットの創出 排出権取引の
国内統合市場国内クレジット

認証委員会

自治体
企業・団体等

支援プラットホーム

支援

・クレジット登録、発行申請などの支援・実行
・プロジェクトの発掘・形成

・クレジットの需要者と供給者のマッチング

・小規模クレジット創出者のとりまとめ

堆肥の生産者・利用者

自主行動計画等の目標
達成やカーボン・オフ
セットのために活用

審査機関等

プロジェクト・クレジットの申請・認証

国内クレジット

排
出
削
減
量

資
金
の
提
供

堆肥の利用拡大によるC02排出量削減実績等の販売

森林バイオマスでは、
H21．6月より「山村再
生堆肥活用促進セン
ター」をプラットホームと
して取組みが始まる。
山村再生堆肥活用促
進センターは東京農大
に設置されH21年度
3.5億円の予算が付い
ている。

森林バイオマスでは、
H21．6月より「山村再
生堆肥活用促進セン
ター」をプラットホームと
して取組みが始まる。
山村再生堆肥活用促
進センターは東京農大
に設置されH21年度
3.5億円の予算が付い
ている。
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カーボン･クレジット化に向けた
バイオマス利活用領域

全てのバイオマスの利活用 クレジットの対象となる範囲

カーボン･クレジット化

J‐VER

（環境省）

国内クレジット制度
（経済産業省）

※エネルギー利用

エネルギー･発電利用エネルギー･発電利用

･ﾊﾞｲｵｶﾞｽ
･ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ化
･BDF化
･木質燃料利用等

電力、エネルギーの単位でその量を明示（kwh,MJ等）

ク
レ
ジ
ッ
ト
の
対
象

ク
レ
ジ
ッ
ト
の
対
象

申請

発行

堆肥利用堆肥利用
･家畜排せつ物
･食品残さ
･下水汚泥
･もみ殻等

【廃棄物系バイオマス由来】【廃棄物系バイオマス由来】

【未利用バイオマス由来】【未利用バイオマス由来】

･食品残さ･･････飼料化
･建設発生木材･･炭化
･製材残材･････ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗ･製品化
･剪定枝･･････チップ化（製紙原料等）

･林地残材･･･チップ化（製紙原料等）、炭化
･農作物非食用部･･･稲わら→飼料･敷料利
用等

関
係
法
令
に
よ
る
義
務
が
あ
り

追
加
性
の
証
明
が
困
難

現
時
点
で
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
対
象
外

と
さ
れ
る
可
能
性
の
あ
る
領
域

現時点ではポジティブに現時点ではポジティブに
は掲載しない

法律等で利用が
義務付けられてい
る場合はクレジット
の対象にならない
との解釈も

一部バイオマス
利用のみがクレ
ジットの対象

バイオマス利活用
についてはエネル
ギー･発電利用が
検討されたのみ

多くのバイオマス
利活用に関しては
検討されるのはこ
れから

カーボン・クレジット化
に向けた検討余地のある
バイオマス利活用領域

多くのバイオマス
利活用に関しては
検討されるのはこ
れから
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カーボン・オフセットとは

環境省資料より
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カーボン・オフセットの仕組み

環境省資料より
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カーボン・オフセット（J‐VER）とは

環境省資料より
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カーボン・オフセット（J‐VER）とは

環境省資料より
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カーボン・オフセット（J‐VER）とは

環境省資料より
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日本のカーボンアクション・プラットホーム（JCAP）

環境省資料より
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バイオマスタウンによる企業のメリット

バイオマスタウン構想バイオマスタウン構想

企業の社会的責任（CSR）企業の社会的責任（CSR）

投資家

株価指標

DJSI

FTSE4GOOd「気候変動」

企 業

評価項目

取組み項目

「環境への取組み」
評価項目

社会的責任投資

(SRI）
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バイオマスタウンアドバイザー
制 度
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バイオマスタウンアドバイザー制度

2006年（H18年）3月 「バイオマス・ニッポン総合戦略」の見直し

2006年（H18年）9月
バイオマス・ニッポン総合戦略高度化推進事業において
人材育成事業を実施⇒ H19年1月 31名 認定・公表

2007年（H19年）9月
バイオマス利活用コーディネーター養成事業において
人材育成事業を実施⇒ H20年1月 33名 認定・公表

2008年（H20年）9月
バイオマスタウンアドバイザー養成事業において実施中
人材育成事業を実施⇒ H21年1月 36名 認定・公表

１
．

２
．

３
．

何れの人材育成事業も社団法人日本有機資源協会が実施



90

バイオマスタウンアドバイザーのエリア・所属

平成２２年２月時点で１３９名

バイオマスタウンアドバイザーの所属(H19～H21年度：計100名）

自治体
2名
2%

建設業
6名
6%シンクタンク

8名
8%

NPO
9名
9%

独立行政法人・大
学・組合等
12名
12%

メーカー
17名
17%

コンサル
20名
20%

その他（環境関連
事業・個人）

26名
26%

多種の分野から構成
得意分野を活かした取組みが可能
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バイオマスタウンアドバイザーの活用方法

（社団法人）日本有機資源協会

が全国自治体より支援依頼窓口

（社団法人）日本有機資源協会

が全国自治体より支援依頼窓口

バイオマスタウンアドバイザーを派遣

①地方公共団体が策定するバイオマスタウン構築を支援

②地方のバイオマス関連の事業化を支援

③地方におけるバイオマス利活用の普及を支援

人選・調整

電話 ０３３－２９７－５６１８電話 ０３３－２９７－５６１８


